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日付 令和 7年 12月 19日（金） 

担当課 総合政策課（室野・岩治） 

電話番号 0742-34-4786（内 2210） 

 

 

 

 

 

 

近年、進行する少子高齢化や人口減少、地域課題の多様化や複雑化が進む中、地域の担い手が不足し、行政

や地域内のみで地域課題解決にあたる限界がきており、企業や大学等との幅広い連携が求められています。 
 

令和 7年 6月に公民連携を推進するための窓口「公民連携デスク」（奈良市総合政策課内）を設置し、更な

る“公民連携の推進”ならびに“庁内の機運醸成”に取り組んでまいりました。 
 

12月 5日には、包括連携協定を締結する企業との更なる連携のために、企業と市職員がフラットに交流し、相

互に面識を持ち、将来の連携に向けた「顔の見える関係性」を築くことを目的とした「奈良市公民連携ダイアロ

グ」を開催しました。 

企業からは 8社（14名）が、市からは 17部署（17名）が参加し、企業からの連携事例やメニューの発表及

びテーブル毎に名刺・意見交換を行う「ラウンドテーブル」を実施し、連携を深めるため交流しました。事後アンケ

ートでは企業・市職員の双方の満足度 4 と 5（5段階・5が最高値）を選択した方が 90%と好評でした。 

【詳細：奈良市ホームページ】https://www.city.nara.lg.jp/soshiki/4/221372.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

報道資料 

 ――トピックス（主な取組み）――  
 

【職員向け研修ならびに企業と市の交流企画の実施】 

⚫ 包括連携協定企業と市各部署とのフラットな対話を通じて、顔見知りの関係性をつくる企画「奈良市公

民連携ダイアログ」を 12月 5日に実施。 

⚫ 外部専門家の知見や具体的事例を学び、事例収集とともに庁内の機運醸成につなげることを目的とし

て、12月 3日に（株）PoliPoli との連携に基づく管理職向け研修を実施。 

 

【民間提案募集と各種取組み】 

⚫ 公民連携の対話窓口として「公民連携デスク」を設置し、民間提案やその相談等を受付。 
 

⚫ 公民連携の姿勢の明示とともに庁内の公民連携に係るベクトル統一を図るためにガイドラインを策定。 
 

⚫ その他、各部次長級を「共創推進リーダー」として設定する等、横断的又は各々が主体的に公民連携を

加速させる体制ならびに素地づくりを推進。 
 

⚫  

Press release 

奈良市公民連携元年 

初めての公民連携ダイアログ開催 
～民間が連携しやすい市役所を目指して～ 

https://www.city.nara.lg.jp/soshiki/4/221372.html


2 

 

1、公民連携を推進する目的や課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

2、主な取組み 
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3、民間提案受付（随時募集） 
 

  
 

提案に係る詳細は、以下の市ホームページリンク参照。 

（民間提案を除く、既存事業等への要望や意見については、従前どおり、関係部署へ直接問い合わせ。） 

⚫ 自由提案型：https://www.city.nara.lg.jp/site/narasikouminrenkei/  

⚫ 課題提示型：https://www.city.nara.lg.jp/soshiki/4/210414.html  
 

 
 

4、職員研修の実施（令和 7年 12月 3日） 

公民連携を実効性のあるものにするためには、組織体制

の整備に加え、管理職自身の理解とマインドセットの変革が

重要です。本市と事業連携協定を締結する株式会社

PoliPoliの協力の下、管理職向けに研修を実施し、当日は

約 130名が参加しました。 

研修では「公民連携と持続可能な自治体経営」をテーマ

に、なぜ今公民連携が必要なのかというマクロ環境の変化

や具体的な手法の類型 、公民連携を進める上で「つまずき

やすいポイント」と乗り越え方について講演いただきました。 

【詳細】https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000288.000032735.html 

https://www.city.nara.lg.jp/site/narasikouminrenkei/
https://www.city.nara.lg.jp/soshiki/4/210414.html
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000288.000032735.html


4 

 

5、目指す姿 

 

公民連携を積極的に実施し、職員一人一人が主体的に民間のアイデアやノウハウを最大限活用することで、効

率的・効果的・持続的に公共サービスを提供するとともに、行政と民間とが「公共」を共に担い、新たな価値を共

に創り上げている姿を目標として、様々な取組みを推進していく。 

 
 

 
 

 

 
 

以上 


